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今⽇の話題
１．現⾏基本法までの戦後農政の流れを振り返る
２．農業基本法から⾷料・農業・農村基本法への転換：何が課題となり、

何が盛り込まれたのか
３．⾷料・農業・農村基本計画の変転：⾷料・農業・農村基本法との乖離
４．⾷料・農業・農村基本法下での農政の評価

４-１ ⾷料安全保障
４-２ 担い⼿政策と経営安定政策 ⼈・農地プラン 経営安定対策
４-３ 農村政策と地域政策
４-４ 多⾯的機能と農業環境政策

５．新基本法への視座
基本法⾒直しの⽅向性を踏まえて：調査部会



⾷料・農業・農村基本法⾒直しの背景

新型コロナウィルスの感染拡⼤
国際的物流網の⽬詰まり
原油価格の⾼騰
ロシアのウクライナ侵攻
世界的な⾦融引き締めへの転換→

為替⽔準の激変（⼤幅かつ急激な円安）

気候変動の極端現象の常態化
⽣物多様性の喪失と⽣態系の混乱

☆第５次基本計画策定後の農業・⾷料環境の激変

農産物需要の蒸発

⾷料品価格の⾼騰
加⼯品中⼼
農産物価格の低迷

農業資材価格の⾼騰
農業経営の苦境

酪農経営の破産、⾃死



⾷品価格と農業資材価格の⾼騰雑感
☆過去の歴史に学べるか：戦中から戦後にかけて何があったのか
１．農業資材の統制 おまけ年表の１

肥料、農薬、農機具、種苗すべてが統制対象、配給
国策としての独占⽣産・販売・配給(→国策？の下⽔汚泥からの肥料⽣産)

２．⾷糧統制 量と価格 おまけ年表の２
⽶と⻨の配給は1930年代末から 強制買い上げ・出荷、搗精割合まで指⽰
⾷糧管理法(1942年)、⽶⻨の検査業務は戦時の遺物
⾷糧増産対策：公園も運動場も畑に、イモ類重視→緊急時⾷料安全保障指針
ドングリ採集：⾷⽤？



現⾏基本法までの
戦後農政の流れを振り返る



第⼆次世界⼤戦後農政の時期区分
１．戦後の農地改⾰から農業基本法の制定（1961年）まで

戦後⺠主化、地主・⼩作関係の解消
２．農業基本法下での農政

構造政策と需要対応型⽣産、理念からの乖離
３．国際化農政 1986年のガットUR交渉の開始〜1992年の「新しい⾷料・

農業・農村政策の⽅向」（いわゆる「新政策」）
農産物輸⼊⾃由化、WTO農業協定

４．1999年制定の⾷料・農業・農村基本法以降
⾷料・農業・農村・多⾯的機能の総合的発揮、理念の形骸化



戦後復興期の農業政策
 何よりも⾷料の確保が最優先

「たけのこ⽣活」 ⽶よこせメーデー

ＭＰ供出 シャウプ税制 ドッジライン

 農村の⺠主化 ← 寄⽣地主制
農地改⾰ → 農地法 戦後⾃作農体制
農業会解散と農協の成⽴
農業委員会、農業改良普及制度の導⼊

⼟地改良区と農協に残る地縁性 村を基盤

農村の窮乏
⽶価闘争

新しい容れ物
と古い⾰袋の

併存
イエ制度 ⻑⽼⽀配

都市の窮乏



1950年代の農業・農村
☆独⾃の展開可能性を秘めていた1950年代

→⼩農家族農業をベースにした⾃律的発展の道の観点からもっと注⽬する必要

多数の戦後⾃作農：創意⼯夫に基づく⾃律的な試み
⼩規模有畜複合経営、養蚕、副産物利⽤、副業
⼟地を使い切る(⽶⻨⼆⽑作、あぜ⾖、実のなる⽊）
多様な家畜飼育（ウサギやハトまで）：

⾃給飼料、残飯畜産、⾃家製チーズ
⾃家採種、種⼦交換会、⽔⽥養⿂

経済的には貧しくも豊かさを実感：
「⼩さい農業」による⽣活体としての再⽣産確保

(多辺⽥ 1990)、(池上 2018)

跛⾏的な農政
おまけ年表の３

有畜農家創設 vs.
集約酪農地帯

⽣産性向上会議路線

★現代⾵には⾷料主権の追求



農業基本法に⾄る経緯
☆農業基本法の時代背景

⾼度経済成⻑→
⼯業部⾨への労働⼒と資源（⼟地と⽔）の供給
⼯業製品の国内市場の形成

☆農政の動き
⽇本⽣産性本部の下に農林⽔産業⽣産性向上会議
農林⽔産⽩書が農⼯間の⽣産性格差と所得の不均衡を問題視
農林漁業基本問題調査会(1959年)：会⻑・東畑精⼀、事務局⻑・⼩倉武⼀
経済同友会、⽇本農業に対する⾒解発表、経済性貫徹を強調

「農業の基本問題と基本対策」答申（1960年）
農業基本法の成⽴(1961年)

国会付帯決議(財政的裏付けと価格⽀持）
(戦後⽇本の⾷料・農業・農村
編集委員会 2019が全⽂掲載)

⻄ヨーロッパ諸国が
基本法を制定

⻄ドイツが先陣、
フランス、スイス、
ベルギー

農林省職員の派遣

おまけ年表の③



基本法農政の政策枠組み

選択的拡⼤ 価格安定
(消費政策)

所得向上
(農家対策)

構造改善 ⽣産性上昇構造政策 所得均衡

⽣ 産政 策 価格政策

規模拡⼤：農地集積

離農促進

農林省⽬標
財界圧⼒

農⺠⽬標
農林族⽬標

特定品⽬への専⾨特化
モノカルチャー化

構造改善事業
機械化推進

⾃⽴経営育成

⽶価依存
⾷管⾚字



基本農政の帰結
☆⾃⽴経営の育成 農業⽩書で報告 数%台で推移、減少傾向

農地の売買による規模拡⼤は進まなかった
兼業化選択、完全離農は進まず 都市化による農地価格の上昇

⽣産⼿段としての農地から資産としての農地に
離農：農地を⼿放す→⾃⽴経営に集中への図式は成⽴せず

☆選択的拡⼤による増産 ミカンや酪農・畜産はたちまち過剰、価格暴落
⼭下惣⼀がミカン狂騒曲の顛末を活写
⽣産政策：総⽣産の拡⼤ ⇔ 過剰と不⾜ ⻨と⼤⾖の「安楽死」

⾷⽣活の変化：⻄欧化←所得の増⼤効果＋戦後学校給⾷＋MSA⼩⻨
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基本法農政の農林省⾃⾝による評価
1970年度農業⽩書

①農業基本法制定後の10年間に農⼯間の⽣産性格差は拡⼤
②⽣活⽔準格差は縮⼩
③農業近代化には就業構造の解決が先決

1972年度農業⽩書
①1971年の⾃⽴経営⼾数シェアは4.4%、前年の6.6%から減少
②⾷料⾃給率の低下
③地⼒の低下

兼業による所得増

地域労働市場頼み

選択的拡⼤の無理

兼業による所得増

化学肥料依存と農薬使⽤

化学化の進展
農薬中毒、残
留農薬問題、
⽣態系悪影響



総合農政の理想と頓挫
☆⾼度経済成⻑の終焉と低成⻑の時代へ
 1960年代後半 ⽶の過剰在庫問題

1970年10⽉末在庫1047万トン、
うち古⽶307万トン、古古⽶414万トン

⾷管⾚字、⾷管制度の緩和（⾃主流通⽶）

☆総合農政の登場
 1968年所信表明、1970年閣議決定
 減反政策、農村地域⼯業導⼊促進法（離農促進）、農村総合

整備モデル事業
 「総合⾷糧政策の展開」⾷料安全保障概念の登場

⾃給率⽬標と総合的⾷糧⾃給⼒の向上
粗飼料⽣産、⼤⾖・トウモロコシ備蓄、⽶備蓄積み増し

激動の1970年代初頭
・ニクソン(ドル)ショック

→変動相場制へ移⾏
・⾷糧危機 「第3の武器論」
・ 第１次オイルショック

→輸⼊インフレ

おまけ年表の④

1975年の⽶⼤豊作
総合農政の頓挫



転作対応の地域農政へ
地域農政 地域農政特別対策事業(1977年開始）

地域の⾃主性と創意⼯夫を重視 集落原理に依存する転作配分と団地化
農村の持つ国⼟や⾃然環境の保全の役割への注⽬が始まる

新農業構造改善事業 ⽣産と⽣活両⾯のハード整備
農林漁業村落振興緊急対策事業←集落機能の低下、村ぐるみ論

☆構造政策：⾃作農主義から借地農主義へ ⾃⽴経営⽬標の放棄
地域農業⽣産総合振興事業(⻨、⼤⾖、飼料作物の⽣産拡⼤、中核農家育成)
農⽤地⾼度利⽤促進事業(流動化奨励⾦)→農⽤地利⽤増進法
☆「80年代農政の基本⽅向」(1980年)

①⽇本型⾷⽣活 ②⾷料の安全保障 ③需要即応の農業⽣産
④中核農家の育成 ⑤豊かな緑の地域社会づくり

集落媒介
構造

集落単位の利⽤
権積み上げ



地域主義の台頭
☆近代化論に抗する動き

1972年ローマクラブ・レポート「成⻑の限界」
1972年国連⼈間環境会議 Only One Earth
1975年ダグ・ハマーショルド財団の国連特別総会報告書「もうひとつの発展」
1976 年鶴⾒和⼦、内発的発展概念 (鶴⾒ 1976; 鶴⾒・川⽥1989)

地域単位、基本的欲求の充⾜、多様性、主体性、精神的充⾜の重視
☆1974年地域主義研究会、1976年地域主義研究集談会

⽟野井芳郎、樺⼭紘⼀、清成忠男、中村尚司→地域振興派と地域⾃⽴派
☆地⽅分権、地⽅の時代、地⽅の知恵⽐べ：他⽅での国（と企業）の責任回避
集団的⼟地利⽤、農業⽣産組織の内発的発展→1980年代の底流に (池上 1988)
有機農業運動、地域⾃給運動などのエコロジー的・⽂化的展開
農⺠的複合経営論 ⼟地と労働⼒の⾼度利⽤、耕畜連携、⾼い収益性



国際化農政への移⾏
「80年代農政の基本⽅向」(1980年)：総合農政・地域農政路線の「⾜掻き」

①⽇本型⾷⽣活 ②⾷料の安全保障
③需要即応の農業⽣産 ④中核農家の育成
⑤豊かな緑の地域社会づくり

☆国際化・市場主義・貿易⾃由化の席捲：1985年以降
プラザ合意と為替への協調介⼊ 集中豪⾬的輸出と⽶国の貿易⾚字

円⾼ドル安、⾃動⾞輸出の代わりに農産物市場開放を
⽇⽶経済構造調整会議 貿易⾃由化は基本的にアメリカ対応
前川レポートと内需主導型の経済へ 内需とは農産物・⾷料品主体

残存輸⼊制限品⽬の⼤幅削減、⽇⽶農産物交渉後の輸⼊割当枠の拡⼤

新⾃由主義の台頭
サッチャーリズム
レーガノミクス国際化とはアメリカ追随



農産物貿易交渉（ガットUR)
アメリカと⽇本財界の農産物輸⼊⾃由化圧⼒

1983：⽶政府、残存輸⼊制限13品⽬をガット提訴、1984：シュルツ国務⻑官200品⽬関
税引き下げ要求書簡、このごろ企業による農業不要論、1985：⾷料援助⽤として⽶国産
穀物1000万トン輸出の申し⼊れ、1986：残存輸⼊制限12品⽬ガット提訴、全⽶精⽶業者
協会（RMA)が⽇本のコメ輸⼊制限撤廃をUSTR(⽶国通商代表部)に提訴

1986年ガットウルグアイラウンド交渉開始
欧⽶の過剰穀物問題

ダンピングによる輸出競争
ほかの農産物輸出国の反発

農産物輸出国の構造的問題を輸
⼊国の市場開放で解決する戦略

農産物も貿易交渉の対象
国境措置の関税化
国内農政も対象

市場原理派とＳＡＲＤ派
⽶国とＥＣの妥協
存在感の薄い途上国



国際化農政の枠組み

農村地域政策
(国⼟環境保全) 地域活性化 シビルミニマム

確保

構造政策 構造改善 ⽣産性
上 昇

産業としての⾃⽴
内外価格差の縮⼩

価格抑制政策

特定地域

1992：新しい⾷料・農業・農村政策：「新政策」の決定

経営基盤強化法

特定農⼭村法

⽊に⽵を接ぐような政策



国内政策を縛るWTO農業協定
市場アクセス：農産物全体で平均36％(品⽬ごとに最低15％削減)

原則としてすべての輸⼊制限措置等を関税化、削減
現⾏アクセス機会は維持・拡⼤、ミニマムアクセスは３％から５％まで拡⼤

国内⽀持：｢⻩｣の政策 AMS（国内助成の総量）を20％削減
｢緑｣(試験研究、基盤整備等)と｢⻘｣(⽣産を刺激しない直接⽀払)は削減不要
価格⽀持はダメで直接⽀払いはOK

輸出規律：⾦額で36％，対象数量で21％削減

WTOドーハラウンドの｢失敗｣・停滞 求⼼⼒の低下
貿易紛争処理、貿易政策の監視には重要な役割
FTAなどの地域貿易協定に TPP、RCEPなど
モノ貿易→⾦融取引

WTO発⾜後
の動き

（池上 2020)



「攻め」にまわった国際化農政」
1994年 UR農業合意関連対策⼤綱：受け⾝の政策

この中で新しい基本法の制定をめざす
ＷＴＯ次期交渉に向けての⽇本の提案 ⇒ 通商政策の⽅向に左右

「多様な農業の共存」：多⾯的機能(⾮貿易的関⼼事項)と⾷料安全保障

⽮継ぎばやの農政改⾰
農政改⾰⼤綱と農政改⾰⼤綱プログラム

平成の農政改革の総仕上げ

食料・農業・農村基本法の制定



⾷料・農業・農村基本法への転換

何が課題となり、何が盛り込まれたのか



農業基本法に関する研究会での議論
☆農業基本法に関する研究会（座⻑・荏開津典⽣）1995年~96年

旧農業基本法の今⽇的評価を⽬的 (今井 1997)
⾷料・農業・農村基本問題調査会の前段階

報告書に記載された「検討にあたって考慮すべき視点」
①⾷料の安定供給の確保 ②⾷品産業の活性化 ③消費者の⽀店の重視
④新しい農業構造の実現 ⑤⾃由な経営展開の推進 ⑥農業経営の安定の確保
⑦農業の有する多⾯的機能の位置づけ ⑧農村地域の維持・発展

研究会での議論
• 多⾯的機能論は不要という主張 荏開津東⼤教授
• ⾷料安全保障は責任持てない 農⽔省幹部
• 多⾯的機能の政策化：中⼭間地域直接⽀払で⾏う



祖⽥修の総合的価値論

(祖⽥ 2000)



基本法問題調査会答申の主要論点

☆食料安全保障政策

☆株式会社の農業参入

☆直接支払い制度

☆食料自給率目標



農業の持続的な発展

⾷料の安定供給 多⾯的機能の発揮

農村の振興

基本理念：国⺠全体の基本法

⾷料・農業・農村基本法の基本的枠組み



⾷料・農業・農村基本法の条⽂
第1条 ⾷料、農業及び農村に関する施策を総合的かつ計画的に推進
⾷料の安定供給の確保(第2条)

・国内の農業⽣産の増⼤を図ることを基本とし、
・国⺠が最低限必要とする⾷料は、…不測の要因により国内…需給が相当の期間著

しくひっ迫し、⼜はひっ迫するおそれがある場合においても、国⺠⽣活の安定…
に著しい⽀障を⽣じないよう、供給の確保が図られなければならない

多⾯的機能の発揮(第3条)
・国⼟の保全、⽔源のかん養、⾃然環境の保全、良好な景観の形成、⽂化の伝承等

農村で農業⽣産活動が⾏われることにより⽣ずる…多⾯的機能については、…将
来にわたって、適切かつ⼗分に発揮されなければならない



⾷料・農業・農村基本法の条⽂ 続
農業の持続的な発展(第4条)

農業については…必要な農地、農業⽤⽔その他の農業資源および農業の担い⼿が確
保され、…望ましい農業構造が確⽴されるとともに、農業の⾃然循環機能が維持増
進されることにより、その持続的な発展が図られなければならない

農村の振興(第5条)
農村については…農業の持続的な発展の基盤たる役割を果たしていることにかんが
み、…農業の⽣産条件の整備及び⽣活環境の整備その他の福祉の向上により、その
振興が図られなければならない

⽔産業及び林業への配慮(第6条)
⽔産業及び林業との密接な関連性を有する



⾷料・農業・農村基本計画
基本⽅針、⾷料⾃給率⽬標、施策、総合的かつ計画的に推進するための事項
⾷料⾃給率⽬標は向上を図る 農業⽣産と消費の指針
情勢の変化を勘案し、おおむね5年ごとに基本計画を変更

⾷料の安定供給に関する施策の充実
⾷料消費：⾷料の安全性の確保と品質の改善、消費者の合理的な選択に資する

ため⾷品表⽰の適正化、⾷⽣活指針の策定、知識の普及と情報の提供
⾷品産業、輸出⼊、不測時における⾷料安全保障、国際協⼒

⾷料･農業･農村基本法の基本的施策(第⼆章)



農業の持続的な発展に関する施策
望ましい農業構造の確⽴：効率的かつ安定的な農業経営が農業⽣産の相当部分

を担う農業構造
専ら農業を営む者による農業経営：家族農業経営の活性化と農業経営の法⼈化
農地の確保及び有効利⽤、農業⽣産基盤の整備、⼈材の育成及び確保、⼥性の
参画の推進、⾼齢農業者、農業⽣産組織、技術の開発及び普及、価格形成と経

営の安定、農業災害、⾃然循環機能の維持増進、農業資材の⽣産及び流通

農村の振興に関する施策
景観が優れ豊かで住みよい農村⇒交通、情報通信、衛⽣、教育、⽂化等の⽣活

環境の整備と福祉の向上
中⼭間地域の振興 ⽣産条件の不利補正⇒多⾯的機能の確保を特に図る
都市と農村の交流

第3章（⾏政機関と団体）と第4章（審議会）は組織的規程

⾷料･農業･農村基本法の基本的施策 続き



⾷料・農業・農村基本法の意義と⽋落点
☆意義

⾷料と農村と多⾯的機能を加えて、社会全体の基本法とした
農業・農村と⾷と環境を⼀体的に捉える意図、その可能性

理念法だが、基本計画による施策実施の担保と定期的な⾒直し
⾷料の安定供給＝⾷料保障、農業の⾃然循環機能、農村の⽣活環境

☆⽋落点・課題
⽣産⼒主義的・市場主義的な担い⼿像の維持⇒⽣産政策
多⾯的機能は分かりやすい物理的機能⇒地域政策(中⼭間地域)

異なる原理の併存 どちらに天秤が振れるかに左右
環境・⽣態系の総合性が⽋如
多⾯的機能が基本的施策に盛り込まれていない 農業⽣産前提

どんな農
業⽣産か
は不問



⾷料・農業・農村基本計画の変転
⾷料・農業・農村基本法との乖離



第1次基本計画 2000年度〜2004年度
☆2000年3⽉閣議決定
基本法の内容に基づく⼀般論
• 担い⼿政策：効率的安定的な農業経営 農地の利⽤集積←農地政策

家族経営の活性化と農業経営の法⼈化推進
育成すべき農業経営に施策集中

• 価格政策：品⽬別価格政策の⾒直し
価格⽀持が国産の需要減退という理解

• 農村政策：市町村合併の促進、複数市町村の広域的連携



第２次基本計画 2005年度〜2009年度
☆「21世紀農政の推進について〜攻めの農政への転換〜」が基本⽅針
• ⾷：安全性の信頼回復 ← BSE問題、⾷品不正表⽰

→ 2003年の⾷品安全基本法で対応
• 農業：「地域⽔⽥農業ビジョン」 稲作偏重からの脱却

担い⼿経営安定法（2006）：品⽬横断的政策
諸外国との⽣産条件格差、収⼊変動影響緩和

担い⼿の明確化と政策の集中 助成⾦⾦⽬当ての集落営農
株式会社による農地リース⽅式の農業参⼊の拡⼤

• 農村政策 都市との格差是正→個性・多様性の重視に転換（格差の放置）
地域資源の保全管理：農地・⽔・環境保全向上対策の導⼊

→多⾯的機能の発揮



第3次基本計画 2010年度〜2014年度
☆⺠主党政権下で⽅向の⼤幅な転換 地域主権改⾰と緑の分権改⾰

効率的安定的な経営体への政策集中⇒意欲ある多様な農業者
⼾別所得補償

⽶の⽣産数量⽬標（⽣産調整）と⽣産費補償（販売価格との差額補填）
⻨⼤⾖、⽶粉⽤・飼料⽤⽶にも⼾別所得補償

⾷料の安定供給
平時からの総合的な⾷料安全保障の確⽴

農村政策 六次産業化、バイオマスエネルギー、教育・医療・介護との結合
多⾯的機能、農業環境政策、⾷料･農業･農村横断的な政策

⼟壌診断による施肥量抑制、農業⽣産と⽣物多様性保全との連携 冬⽔⽥んぼ
農業⇔⽣物多様性を定量的に評価する指標の開発

アグロ・メディ
コ・ポリス



第4次基本計画 2015年度~2020年度
☆「農林⽔産業・地域の活⼒創造本部」(2022年から⾷料安定供給・農林⽔
産業基盤強化本部)による「活⼒創造プラン」が基本計画を規定
TPP交渉の影響
⽣産⼒主義・市場主義への回帰 アベノミクス農政

成⻑産業化の産業政策(強い農林⽔産業）
多⾯的機能の地域政策（美しく活⼒ある農⼭漁村）

⾷料の安定供給 ⼈⼝減少社会、消費者ニーズへの機動的対応
グローバル・フードバリューチェーン（GFVC)：輸出拡⼤
⾷料⾃給率（50%⽬標の放棄）と⾷料⾃給⼒概念 (池上 2016)

「⾞の両輪」論

官邸農政



第4次基本計画 2015年度~2020年度 続
☆農業の持続的な発展

⼾別所得補償⇒経営所得安定対策
⽔⽥活⽤の直接⽀払い交付⾦導⼊ 転作助成＋産地交付⾦

農地集積・集約化の促進→農地バンク構想の具体化：農地中間管理機構
地域集積協⼒⾦

収⼊保険制度
農協改⾰・農業委員会改⾰・農業共済団体改⾰、⼟地改良区改⾰
構造改⾰の加速と国⼟強靭化にむけた農業基盤整備(農業競争⼒強化農地整備)
⼥性農業者が能⼒を最⼤限発揮できる環境整備
気候変動への対応



農村の振興
多⾯的機能法(｢農業の有する多⾯的機能の発揮の促進に関する法律｣)
⽇本型直接⽀払いによる集落機能の維持強化

多⾯的機能⽀払いと中⼭間地域等直接⽀払い
｢集約とネットワーク化｣による地⽅創⽣←連携中枢都市構想 (楜澤 2021)

「消滅可能性集落」の撤退を内包
都市農村交流、農村への移住・定住促進

第4次基本計画 2015年度~2020年度 続



第5次基本計画 2022年度策定
☆官邸農政の路線継承 産業主義・市場主義の強化
農林⽔産業の成⻑産業化

農産物輸出⽬標 国内市場の縮⼩→世界市場の獲得(2030までに5兆円)
農業⽣産基盤強化プログラム スマート農業 農業DX

担い⼿の農地集積率⽬標80%は維持

地域政策の総合化：新機軸の兆し
多様な担い⼿ 家族経営も ｢地域の下⽀え」 具体策は？
農村政策の3つの柱
①地域資源活⽤による所得と雇⽤機会 ②⼈が住み続けるための条件整備
③農村を⽀える新たな動きや活⼒の創出 府省間の連携を強調

⽭盾・緊張を整合させる？ 地域政策はリップ・サービス？



⾷料・農業・農村基本法下での農政
⾷料安全保障 担い⼿政策と経営安定政策
農村政策と地域政策 多⾯的機能と農業環境政策



☆消費者重視の⾷料政策は達成できたか
⾷品の安全性と表⽰

遺伝⼦組み換え表⽰の厳格化やゲノム編集の表⽰

⽇本型⾷⽣活はどこにいったか？ 和⾷のユネスコ無形⽂化遺産登録
⾷⽣活指針 ①⾷事を楽しみましょう ②1⽇の⾷事のリズムから健やかな⽣活リズムを

③主⾷、主菜、副菜を基本に⾷事のバランスを ④ご飯などの穀類をしっかりと 途中略
⑦調理や保存を上⼿にして無駄や廃棄を少なく ⑧⾃分の⾷⽣活を⾒直してみましょう

「⾷育基本法ベースの⾷育」：「⾷育」という⽤語の再定義・定着
栄養素主義 賢い消費者 国⺠運動としての⾷育 家族主義・伝統主義

⾷料の安定供給

(池上 2008)



⾷料安全保障
（⾷料安全保障の概念については述べない）

1975 ⽇本では総合農政の時代に端緒
1980 ｢80年代農政の基本⽅向｣で⽤語登場
ガットUR交渉で｢基礎的⾷料論｣主張
1999 基本法に｢⾷料の安定供給｣
2000 ｢基本計画｣に⾃給率⽬標
2002 ｢不測時の⾷料安全保障マニュアル｣
2008 ⾷料安全保障課設置
2012 ｢緊急事態⾷料安全保障指針｣
2015 ⾷料⾃給⼒指標
2021 感染症と貿易障害を緊急事態に
2022 ｢⾷料安全保障強化政策⼤綱」

⾷料危機(1972~1973)

農産物貿易交渉戦略

⾷料価格ショック ランドグラ
ブ ｢中国と韓国に遅れるな」

農産物過剰 輸出競争

穀物需給緩和

新型コロナ・パンデミック
ウクライナ戦争



農林⽔産省ウェブサイト：https://www.maff.go.jp/j/zyukyu/zikyu_ritu/013.html、2023年1⽉30⽇アクセス

各国の⾷料⾃給率⽐較

⾷料⾃給率はどう変わったのか



⾷料安全保障 続
☆「羹に懲りて膾を吹く」と「喉元過ぎれば熱さ忘れる」

揺れ動く⾷料安全保障政策 腰が定まっていない
⾷料⾃給率急回復の⻄欧各国と対照的
フランスのような農業⼤国でさえエガリム法２が成⽴

農⽔省の⾷料安全保障課が⾷料安全保障室に格下げ(2015)

⾃給率⽬標の難しさ
結果としての数値で⽬標にはなりにくい
⾼⾃給率国の⾷⽣活が豊かとは限らない
低⾃給率の最⼤要因は飼料⽤穀物：加⼯畜産

⾃給⼒指標で⼗分？
国産増産努⼒

WTO農業協定の縛り
⽶消費の増は可能？
環境価値との接合



農業の持続的な発展
選択と集中、市場原理の活⽤による望ましい農業構造追求は堅持
「効率的安定的な経営体」「80%農地集積⽬標」

輸⼊⾃由化との関係が考慮されてこなかった
⇔ FTA・EPAの推進

2002年のシンガポールを⽪切り 2020年までに１８のEPA締結
⼆国間から多国間へ メガ協定への傾斜⇔⽶国は⼆国間重視に回帰

⽣産費が下がれば⾃ずと国際競争⼒が増加という理解 本当か？
国内市場の縮⼩→輸出拡⼤で 輸⼊が増えればいっそう国内市場は縮⼩



農業の持続的な発展 続
⼤規模経営体、農業法⼈は増加 稲作の⼤規模経営体は頭打ち、地域的偏在

⽣産費削減効果は限定的→集積よりも集約化が重要 集約化重視は評価できる
集積の進展⇔⽣産要素の確保が齟齬 農地⾯積と就業⼈⼝の減少率が拡⼤ 種⼦

⼤規模経営の世代交代 集積農地の新しい受け⼿が不在

農地中間管理機構
第2次安倍政権下で設置 県レベルで農地貸し出し希望の集約

担い⼿への貸し出しは公募 企業の農業参⼊を可能にする意図があった
県レベルでは実態が分からない

実働部隊(市町村)のいない弱さ→⾏政コストの上昇
市町村の意欲低下 請負業務化



担い⼿政策としての⼈・農地プラン
⺠主党政権時代に⼈・農地プランが導⼊(2000)

TPP参加表明、「⼈・農地プラン」:地域農業マスタープラン
集落での話し合い→地域の中⼼経営体の特定→5年後に⾯積の8割集積
プランにのると⻘年就農給付⾦、農地集積協⼒⾦、規模拡⼤加算

政権交代(2012) ⼈・農地プランを引き継いだ 農地中間管理機構の設置
規模拡⼤よりも農地と農業就業⼈⼝の急減
→集積と集約化による農地維持が必須 実質化(担い⼿が農地の過半）

☆農業経営基盤強化促進法の改正で⼈・農地プランが法定化
すべての集落対象 集積マップを作る
担い⼿⇒多様な農業者

保全農地と粗放利⽤農地の区別
有機農業 緑肥作物 放牧



担い⼿政策としての⼈・農地プラン 続
☆農業経営基盤強化促進法の改正で⼈・農地プランが法定化

すべての集落対象 集積マップを作る
担い⼿⇒多様な農業者

農地の地域⾃主管理 農地法による強い国家管理から地域の⾃主性へ
「⾃主管理」の法定化という⽭盾 (⽥代 2022)

地域の⾃主性をどう発揮するかが重要
「担い⼿への集積」の「執念」(妄想）から解放されるか

効率的安定的経営では間に合わない現実
半農半Xも含む多様な農業者への「集積」もできる

保全農地と粗放利⽤農地の区別
有機農業 緑肥作物 放牧

⽇本型直接⽀払いの地
域主義・集落主義と整
合するか、
農地出し⼿の脱落か？



農村政策・地域政策
旧基本法以降、農村政策は不在 (池上 1994)
1999年基本法と基本計画では柱のひとつに昇格 実態としては添え物

⾞の両輪と⾔いながら施策の種類と厚さでは産業政策に遠く及ばない
中⼭間地域等の振興（中⼭間地域等直接⽀払）と都市農村交流
減反以外では最初の直接⽀払、⽣産費格差の補填が原則 ⽣産政策でもある

しかし実態として、農村への期待や眼差しの変化
都市からの需要への対応：グリーン・ツーリズムや六次産業化

⇒農村経済の活性化
コロナ下での⽥園回帰 東京圏からの⼈⼝流出超過 定住や複数居住の期待

コロナの「鎮静」⇒再び、流⼊超過へ



農村の振興に関連する施策
☆資源保全政策としての農地・⽔・環境保全向上対策

農地、農業⽤⽔、環境保全効果
⼤区画圃場整備も資源保全？
⾮農家を巻き込んだ環境保全

⇒総合的農村政策への芽出し

狭義の農村政策の変質と総合的農村政策の換⾻奪胎(｢活⼒創造プラン｣)
農地・⽔は多⾯的機能⽀払いへ⇒環境政策との接合

総務省や国⼟省、あるいは環境省に主導権？ 官邸プロジェクト化
⼩⽥切の評価 産業政策への従属：補助輪化

官邸プロジェクト：脱輪化

農村という場で農業を対象の農
村政策：狭義の農村政策
産業政策の補完に重点が移⾏

農村政策の空洞化
(⼩⽥切 2020)



多⾯的機能の発揮・農業環境政策
多⾯的機能独⾃の施策はなかった

⇒多⾯的機能法(2014)による多⾯的機能発揮促進事業:多⾯的機能⽀払い
農業⽤⽔、農道など農業施設の維持活動：農地・⽔の部分
中⼭間地域等における農業⽣産活動維持：中⼭間地域等直接⽀払い
⾃然活動の保全に資する農業活動 農⽔省が定める⽣産⽅式

⽇本型直接⽀払い：環境直接⽀払いの制約、助成⽔準

持続的農業法 堆肥の有効利⽤とエコファーマーの育成
物質循環のみ

GAPと有機JASの取得奨励
農業環境規範はできなかった

みどり戦略：有機農業推進が
みどり法：環境負荷の削減に



環境をめぐる農業の⼆⾯性
環境破壊的

物量的⽣産⼒の
効率的極⼤化

効率性

本来農業

⽣命原理の重視
永続性

近代化

SDGsの時代

アグロエコロジー

⼯業的農業

環境親和的

移⾏の必要性
どんな農業でも多⾯
的機能を発揮できる
わけではない

農業＝多⾯的機能
は条件付き

(池上 2022)



⼩括
⾷料・農業・農村基本法に盛り込まれた意欲と国際政治のリアリティー

妥協の産物であることは間違いないが、旧基本法には全く⽋けていた農村の
視点と⾷料の視点と多⾯的機能の視点を盛り込んだことには⼤きな意義

この意欲が基本計画に⼗分盛り込まれたのか 乖離が⼤きくなっていく
第3次は「あだ花」的に特異で、1999年基本法の意欲をそれなりに反映

TPP参加の代償？
第4次以降は官邸農政（農政の⼆重構造）による農⽔省の主体性排除

基本法と基本計画の齟齬、基本法の形骸化の最⼤の要因
☆基本計画を貫く統⼀的・総合的な軸がない

定期的⾒直しの形式化 社会情勢の変化に対応よりスケジュール的に消費



新基本法への視座



ぶれない理念・姿勢、腰を据えた農政
☆活かされていない1961年農業基本法の反省
農業基本法の形骸化 「基本法農政なんてなかった」(⼩倉武⼀の回想)
⼤内⼒ 基本的な農業のあり⽅についての哲学・思想をきちんと持つべき

⼤原則的なビジョンを提起し、国⺠に問う⇒国⺠的な合意へ
武⽥誠三(元農政審議会会⻑）「農業の特質を世の中が忘れてしまっている

農業の役割(｢命の産業｣)を考える ⻑期的・世界的な視野から」

☆哲学抜きのその場限りの対応、⼩⼿先対応に終始してきたことに訣別する
拙速な議論を避けて熟議⺠主主義を実現させる

腰を据えた農政を⽀える
国⺠合意はありえない

最近の政策決定⼿段を踏襲
政治の貧困化



農と⾷の基本理念の徹底的な再検討
☆農と⾷の理念的検討

その原理は？ 利潤原理ではなく「⽣命原理」の重視を
「農政＋⾷」から「農と⾷の⼀体的把握」

フードポリシーを参照 （秋津 2021）
環境と分配、健康、公正・社会正義、⼈権、⾷の⺠主主義

☆⾷をどう考えるか：⾷の三重構造（構造、機能、意味）
農業の「担い⼿」とは

農業の⾯的空間的性格⇒複数必要
農村地域の「担い⼿」とは

⼩規模家族経営の位置づけ強化＋「兼農」も
⾷の「担い⼿」とは

⾃動的に⼀致しない
相互転換



モザイク型農業構造とパッチ状の景観

ポイント ポイント

(池上 2021)



農業の担い⼿像の転換
☆「全国優良経営体表彰」(2019)の事例 組織経営体がほとんど

複数の作⽬・作物、加⼯部⾨を導⼊、純粋な単作経営と輸出はそれぞれ１つだけ
地域との連携を重視→地域との共同⽣産、地元雇⽤、研修受け⼊れと新規就農者

の送出、地元農家の組織化、異部⾨と連携した原材料や堆肥の地域内循環
「⾼い競争⼒をもって世界に挑戦する成⻑産業としての農業」とは異なる

⼤きな⽯としてのプロ農家＋ ｢中核兼業農家｣ (徳野・柏尾 ２０１４)
＋さまざまの家族農家＋半農半X＋ 「兼農」世帯 ⇒安定した｢⽯垣｣：モザイク
→⼤規模経営の補完論や「地域の下⽀え論」を超える必要

①機能的な相互依存関係＝協⼒関係(労働、農業機械、情報・・・)
②社会的なパートナーシップ⇒共⾷＋⾃給の重要性

(池上 2021)



社会的なパートナーシップと⾃給の意義
☆社会的なパートナーシップの⽷⼝としての⾃給
⽶国の例：仲間たちと⼀緒に⾷べて楽しむ＞＞農業で利益を最⼤化すること
☆⾃給の幅：モノ、⽂化的⾃給(楽しむこと)、社会的⾃給(共感や愛情)

共⾷と協同による⾃給網の形成⇒暮らしの質の充実
社会的包摂としての共⾷
信頼と尊敬に基づく⼈間関係⇒地域社会の強化⇒農業経営にも好影響

功利的な協⼒関係⇒暮らしと⽣き⽅にかかわる仲間関係の内実を充実
⇒仲間の外にも拡張

⇒創発性の発揮⇒価値の共創を通じた農村地域社会の永続性

(Johann 2019)

地域⾃給運動の
再評価・再点検

(池上 2021)



ファクリの中間報告と⾷料・⾃給・連帯
国連⾷への権利特別報告者

中間報告の⽬的：政治・経済・環境の観点から⾷への権利の理解を深めること

⾷料は、コミュニティと主権の中⼼
⾷料は⻑期的な相互ケアのハブ ひと、動植物、微⽣物、霊的存在、⾵景
コミュニティは何を、どのように、いつ、誰とともに⾷べるかによって決まる

⾃給は⾃給⾃⾜〔autarky〕を⽬指すのではなく、共同を意味する相関的な原理
⾃給は競争ではなく共存を奨励するもの、共存の原理は⾷料⽣産者の多様性に注⽬
すること、⽣物圏の破壊や⽣物圏からの収奪を通じては実現されない

利潤原理の慣⾏経済ではなく、⼈間の必要を満たすために機能する市場の創設
尊厳・⾃給・連帯に基づく国際貿易と経済の転換 (Fakhri 2020)



⾷の景観（フードスケープ）の視点
世界農業遺産（GIAHS)、⽇本農業遺産の視点の重視

農業の⽂化と環境の価値を成⽴させている多数の仕組み
（在来技術、作物、灌漑、⽕⼊れなど）
仕組み同⼠の関係（祭事，慣⾏，伝統⾷など）

⽂化景観として⾷と農を⼀体的に捉える
地域個性⇒⾵⼟ テロワール

特有の農林漁業の形態、⽣産物、それらを使う⾷⽂化
たねと地場野菜 栽培する村が変わると別の野菜に化ける ⾵⼟性

⾥⼭の重視 ⽣物多様性国家戦略の視点ではなく、農と⾷の視点から

景観が地域（と国）の⾵格を左右



⽣物多様性の視点
1999年基本法では

農業の⾃然循環機能に⾔及、だが物質循環（有機質肥料）にとどまる
⇒広義の⾃然循環に

☆環境＝脱炭素という認識を改める
脱炭素への過剰傾斜 稲作の中⼲の⻑期化・徹底は⼤問題
みどり法に環境負荷低減事業だけでなく⽣態環境増進(強化）事業を
⽣物多様性の視点を明確に

☆⽣命情報⼯学頼みのスマート農業ではなく、⽣態系（とくに⼟壌微⽣物）の⼒
を活かす「⽣物スマート農業」を



アグロエコロジーの視点の導⼊
☆農法技術にとどまらない 実践と社会運動（政策化）と科学

環境負荷の削減，⽣物多様性保全，⼈権対策を調達基準に据える⾃然資本
経営や⽣物多様性経営への投資促進とアグロエコロジー農林漁業との連携
ただしエコロジー的近代化や「緑の成⻑」に注意が必要

• アグロエコロジー的な都市農業
• アグロエコロジー的な⾷べ⽅の推進 学校や病院の給⾷

地産地消 旬産旬消 低エネルギー農産物（加温の回避）

• アグロエコロジー学校 教育課程への組み込み
• ⽣態系の⼒を活かす農法の調査・研究・普及



テクノロジーの冷静な評価
☆不確実な技術⾰新に依存する「計画」ははたして「計画」なのか

テクノロジーのブラックボックス
バイオテクノロジーと情報テクノロジーの合体 情報⽣命⼯学の規制

技術にかかわる農⺠的主体性の確保 ⇒ 情報主権の確⽴
「バラ⾊のテクノロジー信仰」から脱却する

農⽔省のウェブサイト アニメに21世紀の農⺠像（未確認情報）
テクノクラートとして描かれているらしい 情報⽣命⼯学の世界

フードテックと栄養主義と⼀⾯的環境主義 星新⼀のＳＦ世界が実現？
ブロッコリーの芯を３Ｄ式プリンター利⽤の⾷品原料に

トランスヒューマニズムの考え⽅と通底
「⽋陥」のある⾝体を遺伝⼦⼯学や情報⼯学で強化 優性思想とも関連



⾷と農の統合的・横断的把握
• 縦割りの打破

• ⾷料省はなかった ⾷糧庁は⽶⻨の管理
• 農⽔省・農産物、⾷品産業
• 厚労省・⾷品衛⽣法
• ⾷品安全委員会
• 消費者庁
• ⽂部科学省：学校給⾷
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